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★ 昭 和49 事 業 年 度

写真でみる海洋科学技術センタ－のあゆみ� 

夏島本部に勢揃いした海洋科学技術センター役員（前

列左から志岐理事，石倉理事長，駒井会長，岡村理事

堀監事，後列左から船橋理事，松田理事，染谷理事，

木下理事，崎田監事）。　　　　　　　　 （49年７月）

フ ラ ン ス 国 立 海 洋 開 発 セ ン タ ー

会 長（ 左 力ヽ ら ２番 目 ）セ ン タ ー を

視 察。　　　　　　 （49 年 囗 月 ）

!●,科学技術庁から委託を受けて試験研究を始めた「バイラテラルサ

ーボ方式のマニピュレータ」は，試作装置の作業実験に成功した

（49年３月）
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第１章　総 説

1.概　　況

２．組織・定員

３．事業予算と収支決算

４．土地および建物



1. 概　　 況

発足４年目の当センターは、昭和48年６月に横

須賀市夏島の本部に移転して以来、前年度に引き

続いて各種施設の整備を行う一方、試験研究も本

格的に実施され、政府、民間、学界の期待に応え

る事業を続けてきた。

すなわち49年度は、名実ともに海洋科学技術の

センターとして活動するための準備が着々と進め

られ、海洋工学実験場の完成とともに波動水槽が

動き出し、共同研究研修棟も完成した。 50年度の

完成をめざして高圧実験水槽の基礎工事が行はれ

ている。

また、このような試験研究事業のための施設、

設備の充実にともない、組織についても海洋保全

技術部が新発足し、海洋環境の研究開発が充実さ

れるなど、共通的、先行的技術の開発、調査が進

められた。

国からの委託業務ではシートピア計画の最終計

画である100 m 海中実験のための準備も着々と進

（1）　役　員

み、実験海域の設定や予備調査が行われた。潜水

シミュレータによって水深60m の環境を模擬する

訓練も行われた。また潜水プール棟では、潜水技

術者の養成訓練を目的に、海洋開発に不可欠な混

合ガス潜水などの研修コースを開設した。

このような潜水技術、海洋理工学の試験研究の

ほか、海洋環境、潜水生理・医学など幅の広い試

験研究が充実されつつあり、施設の拡充とともに

センターの重要性、役割も次第に認識されてきた。� 

2. 組 織 ・定員

昭和49 年度の組織および定員は下表にしめす通

りで、海洋環境の物理的、化学的調査並びに生物

的、生態学的調査のための機器。手法等海洋保全

技術の試験研究業務を充実するため海洋保全技術

部を新たに設けた。

なお、本年度の定員は、役員10 人（内非常勤 ５

大）､職員83 人の合計93 人（前年度91 人）となった。

会　　長

理 事 長

理　　事

事理

事理

頃理

事理

井

倉

下

谷

田

村

岐

駒
石
木
染
松
岡
志
船
﨑
堀

健一郎（非常勤）

秀　 次

一　 郎

治経

彦源

健

武

二 (非常勤)

司（非常勤）

理 事 橋

監 事 田

監 有

敬 三（非常勤）

晃

武　男 （非常勤）

（2） 職　員（幹部）

企　 画　 部 部　　 長 政次郎� 

企画課長

総 務課長

経理課長

施設課長

海洋開発技術部　　 部　　 長

第１研究主幹（兼）

第２研究主幹� 

1

1



海洋保全技術部 部　　長　　　　　江　村

第１研究主幹　　　佐 々

第２研究主幹（兼）江　村

潜水技術部 部　　長　　　　　小　松

第１研究主幹　　　村　井

冨 男

木 建

冨 男

茂 暢

徹

第２研究主幹　　　金　田 英　 彦

第３研究主幹　　　中　山 英　 明

研　ｲ彦　部 部　　長　　　　　北　川 和比古

教務室長（兼）　　北　川 和比古

一
　
良

協力団体連絡室 室　長（事務取扱）木　下

情報管理室 室　　長　　　　　小　谷

組織および定員（昭和49年度）

郎

隆

定　員 業務の基本的運営方針、事業計画の策定、

役　員　5  (5)

職　員　83

企　　

総　　

画

務

課　計画および運営の総合調整、内外の海洋科

学技術の調査、広報

課　組織、職制、登記、規則、文書、人事、厚

企　　 画 生

経

施

理　　

ユ　　　

課　予算、決算、契約、用度

．　建築、土木工事、電気、機器設備工事の設
設　　 課　計、施行、監督

第１研究グループ　深海総合利用技術に関する試験研究

海洋開発技術部　　　　　 海中作業機器、海中構造物、海中通信等海

第２研究グループ　洋工学技術に関する試験研究

会　理　理 海洋環境の物理的および化学的調査のため

一 事一
の機器、手法等に関する試験研究

長　長　事
海洋環境の生物的および生態学的調査のた

めの機器、手法等に関する試験研究

第１研究グループ　海中における居住および作業に関する試験

潜 水 技 術 部 第２研究グループ　 潜水機器に関する試験研究

第３研究グループ　海中における人体生理｀海中医学に関する

研　　修　　部一 教 務　　 室　研修計画の樹立、実施、調査

協力団体連絡室 民間協力団体との連絡、寄付金、出資の募

集

情 報 管 理 室
海洋科学技術情報の収集、整理、加工、提

供

）は非常勤定員

－12



3. 事業予 算と 収支決算

昭和49年度は、試験研究体制の強化、センター　　（１）資本金

の業務の遂行に必要な施設および設備の整備に重 昭和49 事業年度においては48 事業年度より，� 

点をおいて事業を推進することとし、下記のとお 305,000  　を増加し，総額1,961,9741　 となった

り予算を執行した。 増加は，政府出資金305,000　 によるものであ る。

第 １ 表　 出 資 金 の 増 加 状 況 (単位　　)

区　　　 分 48事業 年度 末 49 事業年 度末 構 成比　 備　　　　　　　考

政 府 出 資 金 778,000 1,083,000 5 5.2

政 府 現 物 出 資 848,974 848,974 43.2 土地　 横須賀市夏島町

4 0,1 59.5 7　
民 間 出 資 金� ３０,０００� ３０,０００� 1.6

計� 1,656,974 1,96 1,974 １００．０
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(2)昭和49 年度収入支出決算額

昭和49事業年度の収入・支出決算額は第２表および第３表のとおりである。

第 ２ 表 昭 和49 事 業

科　　　　　　目 収 入 予 算 額 修 正 増� △ 減 額 弾力条項による増額

円� 円 円� 

〔出資金部門〕 769,498,000 ０ 367,41  4,000

出　 資　 金 7 1 2,473,000 ０ ０

政　 府　 出　 資　 金 ３０５,０００,０００� ０ ０

民間出資金及び寄付金 407,473,000 ０ ０� 

事 業 収 入

事　　 業　　 収　　 入 38,3  93,0 00 ０ 367,4  1 4,000

共 用 施 設 収 入 3,393,000 ０ ０

研　 修　 収　 入 １０,０００,０００ ０ ０� 

受 託 業 務 収 入 ２５,０００,０００� ０ 367,4  1 4,000

事業外収入 5,868,000 ０ ０

預　　 金　　 利　　 子 5,868,000 ０ ０

繰　 越　 金 1 2,76 4,000 ０ ０

繰　　　 越　　　 金 1 2,764,00  0 ０� ０

〔補助金部門〕 37  6,72 7,000 40,303,000 ０

補　 助　 金 374,600,000 ４０,３０３,０００ ０

国　 庫　 補　 助　 金 ２８０,０００,０００� ４０,３０３,０００ ０

民　 間　 寄　 付　 金 94,600,000 ０ ０

事業外収入 2,1 27,0 00 ０ ０

雑　　　 収　　　 入 2,1 27,000 ０ ０

住 宅 貸 付 料 785,000 ０ ０

保 険 料 収 入 1,265,000 ０ ０

雑　　　　　　　入 7 7,0 00 ０ ０

合　　　　　　 計� 1,1 46,225,000 40,3  03,000 367,4  1 4,000 

14



年 度 収 入 決 算

収 入 予 算 現 額

円� 

1,136,9 に ０００� 

7 1 2,473,000

３０５,０００,０００� 

40  7,47 3,000

４０５,８０７,０００� 

3,393,000

１０,㈲ ０,０００� 

392,4  1 4,000 

5,868,000 

5,86  8.00 0 

1 2,7 6 4,000 

1 2,7 64,000 

4 1 7,030,叩 ０

４囗,9  0 3,00 0 

3 2 0,303, ㈲ ０� 

94,600,000

２ｊ ２７,㈲ ０� 

2,1 27,000

７８５,０００

], 2 6 5,0㈲

７７,㈲ ０

1,553, ㈲2,0  00 

額

収 入 決 定 済 額

円� 

1,023,633,358 

604,677,968

３０５,０００,０００� 

29  9,67 7,968 

395,505,301 

81  6,348

６,０００,０００� 

388,688,953 

1 0,68 5,5 29 

1 0,68 5,5 29

1 2,764,560

1 2,764,560

40  3,48 2,666

40  0,03 8,034

32  0,30 3,000

7 9.7 3 5 ０３４� 

3,444,63  2

３ﾉに4,632� 

1,1 79,650

1,786, 凵 ６� 

478,836

1,427,1  1 6,024

対収入予算額△減額

△ 囗3,278,642� 

△1  07,795,032

０� 

△1  07,795,032

△　1 0,30 1,699

△　　2,5 76,6 52

△　　４,０００,０００

△　　3,7 25,047 

4,817,529 

4,817,529

５６０

５６０

△　1 3,54  7,334

△　14,864,9 卵

０

△　凵,864,966� 

1,317,632 

!,317,632 

3 9 4,6 50

521.146

40  1,836

△1  2 6,825,976

備　　　　　　 考

15 －
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第　３　表　昭　和　49　事　業

科　　　　　 目 支 出予 算額
前 事 業 年 度

からの繰越額
修正増� △減額

弾 力 条 項

によ る増額
予備費使用額

円� 円� 円� 円� 円� 
〔出資金部門〕 769,498,000 547,303,455 0 367,414,000 0 

開発研究事業費 766,673,000 547､303,455 0 367.414,000 0 

研究施設等建設費

施 設 整 備 費 647,589,000 490,118,000 0 0 0 

試験 研究 事業 費

研　　 究　　 費 43,227,000 0 △　811,000� 0 0 

特定 装 置運営 費

特定装置運営費 37,167,000 29,199,000 978,000 0 0 

研 修 事 業 費

研 修 事 業 費 16,690,000 27,211,叩０� △　167,000� 0 0 

受 託 業 務 費

受 託 業 務 費 22,000,000 775,455 0 367,414,000 0 

一般管理運営費 2,825,000 ０ 0 0 0 

施　　 設　　 費

管 理 施 設 費 2,825,000 ０ 0 0 0 

〔補助 金部門〕 376,727,000 ０ 40,303,0叩� 0 0 

一般管理運営費 325,527,000 ０ 40,303,000 0 43,262,000 

役 職 員 給 与 235,950,0叩 ０ 40,870,000 0 43,262,000 

役　 員　 給　 与 41,3に000� ０ 6,220,000 0 4,824,000 

職　 員　 給　 与 194,638,000 ０ 34,650,000 0 38,438,000 

共　 通　 経　 費 19,416,000 ０ 0 0 0 

退　　 朧　　 金 3,787,000 ０ 0 0 0 

福　　 利　　 費 15,629,000 ０ 0 0 0 

一 般 管 理 費 69,305,000 ０ △　535,000� 0 0 

厚　　 生　　 費 1,417,㈲0� ０ 0 0 0 

管　　 理　　 費 67,888,000 ０ △　535,000 0 0 

交　　 際　　 費

交　　 際　　 費 856,000 ０ △　　32,000� 0 0 

予　　 備　　 費 51,200,000 ０ 0 0 △43,262,000� 

予　　 備　　 費 51,200,000 ０ 0 0 △43,262,000

一 脯 一



年 度 支 出 決 算 額

翌事業年度への

流用増� △減額 支出予算現額 支出決定済額 不　 用　 額 備　　　 考
繰　　 越　　 額

円� 円� 円� 円� 円� 

0 1,684,215,455 1,308,275,702 225,389,128 150,550,625 

0 1,681,390,455 1,306,821,402 225,389,128 149,179,925 

0 1,137,707,000 796,468,593 224,741,000 116,497,407 

0 42,416,000 42,415,957 0 43 

△3,000,000� 64,344,000 61,457,885 0 2,886,115 て託7t 片費 へ 流 国威

ム3､000､000 円

0 13,734,000 39.733,975 0 4,000,025 

3,000,000 393,189,455 366,744,992 648,128 25,796,335 特亡 装心皿 川Iに りご襾 増

3､000､000 円

0 2,825,000 1,454,300 0 1,370,700 

0 2,825,000 1,454,300 0 1,370,700 

|共匡 ばla, 退擶 価 ゾ 囲 心

0 417,030,000 403,482,666 0 13,547,334 
こ1,156,000 円

柚 利背へy 囲, 穴

0 409,092,000 403,482,666 0 5,609,334 
こ3.285,000 円

・ Ｗ心 心尸ｿ 生行へ夕 に

△6,899,000� 313,183,000 312,934,364 0 248,636 Ｌ

△　82.000 円

卜 理 診 岬 襾 弌

0 52,356,000 52,355,120 0 880 
ょ2,376､000 円

｜.「諞 ぼ 雎 パ 糾 乱与より溺 簡� 

△6,899,000� 260,827,000 260,579,244 0 247,756 △ 囗56,00001

｛ 回申 ﾂﾞ亠し ド 川洲

4,44 1,000 23,857,000 18,496,368 0 5,360,632 3j85､000y

1,156,000 4,943,000 1,510,662 0 3,432,338 
皿眤 に り･､擶田 訪 ヅ ト 川 川

3,285,000 18,914,000 16,985,706 0 1,928,294 82､り00円

｛G いI乱 り二� ……j二［ilj;,I

2,458,000 71,228,000 71,227,934 0 郎� 2､376.000 凵� 

82,000 1,499､000 1,498,952 0 48 

2,376,000 69,729,000 69,728,982 0 18 

0 824,叩0� 824,000 0 0

0 7,938,000 0 0 7,938.叩0

0 7,938,000 0 0 7,938､000

17



4. 土 地お よ び建 物

昭和47 年４月に神奈川県横須賀市夏島町の国有

地の一部40,159.57 77m2を国から現物出資を受けた。

この敷地は旧海軍航空隊跡で、 戦後米軍が使用し

ていたが、わが国に返還されるに至って、横須賀

市が旧軍港市転換計画に基づき追浜工業団地の造

成計画を決定した地域の一部である。東側の主要

部分およ び南側は海に面し、いずれも岸壁が築か

れており、南側の中央部は斜路となっているため

海洋 科学技術の開発実験および施設の建設には絶

好の地の利を得ているといえる。

この敷地に、昭和47 年８月から施設の建設を開� 

始したが、建設に当っては台風時における高潮の

侵入を防止するためと、前面水域が埋立てられる

計画となっているため。埋立て後の排水を考慮し

て建物の床面を現地盤より12  Ocm高くすることと

した。昭和48年度末までに完成した施設は、海洋

工学棟、海洋工学実習棟、受電所・ユーティリテ

ィプラント棟、海中環境訓練実験棟、ガスバンク

棟、潜水技術棟、海洋工学実験場、潜水訓練プー

ル棟で、本年度は廃棄物処理棟（軽量鉄骨造平家

建153.9m2)および共同研究研修棟（鉄筋コンク

リート造り３階建延2249.93m2)が完成した。

なお、施設建設計画図は別記のとおりである。

18 －



ｉ

昌

施設建設計画図
ユ レ ー タ

敷地面曷　4〔〕,159.57㎡

所 在 地

神奈川県招須賀市夏ｎ 町２ｔ 巧

蝠　 報 ／

へ

卩勿 47年度分

四 48年度 分

目司 49年度分

匚コ 50年度以降計画分

縮尺1 : 1000

計画道路

海



－

－

－

‐

‐

－

・

第２章　施設の整備

１

施設・設備の整備

２。機器の整備



1. 施設。設備の整備
センター構内でのゴ ミの焼却処理が可能となっ

た。

昭和47年度から本年度までに完成した建家は前 研究施設用構築物としては、波動水槽本体（鉄
記のとおりであるが、設備としては、受配電設備 筋コンクリート造り、全長40m 、幅４ｍ、深さ２

の第１期(1330KVA) および第２期(1050KVA) 工 ｍ）､さらに高圧実験水槽本体（重量約140t）を設

事が完成し、設備容量2380  KVA の受 配電設備が 置するための基礎工事（内寸法4.4 mx  6.0 m､深さ
完備された。なお、廃棄物処理施設( 処理能力30 8.8ｍのピット）が完成し、大型実験施設建設の

日が完成し、またゴミの焼却炉が完成したので 第一歩を踏み出すに至った。

2｡ 機器の整備

機 器 の 名 称 取得年月日 使　　　 用　　　目　　　 的 性　　　　　能

海洋調査作　１ｔ

業船　　　　　
49. 5 

無 菌 装 置　 １式 49. 5 

海洋構造物

用６分力検　 １式 49. 9 

出器

波 動 水 槽　 １式� 49. 9

沿岸区域（千葉県州崎燈台～神奈川県城

ヶ﨑燈台までの区域）において作業船と

して用いる。

海洋プ ランクト ンの分離培養に用いる。

海洋構造物および海中運動物体が流れや

波より受ける力とモーメントを測定する。

海洋構造物および海中運動物体に関する

模型試験を実施する。

全長8 m40 、最大塔載

人員 ７人、定係港横須

賀市

本体1.8mX  3.6mX  2.5m

定格負荷50､100 、150 kg

および30､30､30､ ㎏｡W

水槽本体 長さ40m 巾4m

水深2m

台車速度Ｏ～２ｍ　sec

造波性能

波長(  * )=0.5～10m

最大波長でH ｏA� χ)=0.2 m 
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第３章　研究業務

１.概　　況

２．経常研究

３．受託研究



１

概　　 況

広範囲にわたる海洋科学技術の諸分野の中で、

共通的に必要であり、早急な開発が要請されてい

る先行的な技術について、各種の研究開発を推進

した。

昭和49年度において実施した研究業務の概要は

以下のとおりである。

（1） 沿岸海域利用の総合技術に関する研究開発

沿岸海域の利用については、資源の開発、構築

物の建設などに必要な海中作業システムが必要で

あり、前年度に引き続いて� ①海中動力に関する研

究� ②海中電流通信に関する研究� ③バイラテラル方

式のマニピュレータおよび監視装置に関する研究

が行われた。

とくに海中電流通信の研究では良好な実験の成

果があがってきている。また、バイラテラル方式

のマニピュレータの研究では、昨年度の６自由度

主マニピュレータに引き続き、本年度は４自由度

の副マニピュレータおよび光学監視装置の試験研

究を行った。

（2） 深海開発の総合技術に関する研究開発

深海関発を推進するためには、まず深海の状況

を十分に調査しなければならないが、その方法と

しては海上の調査船から行う方法と深海潜水調査

船によって行う方法とがある。このため� ①耐圧ガ

ラス球による深海底調査技術に関する研究� ②深海

潜水調査船に関する調査研究を行った。

深海調査船の調査研究では、本年度は耐圧殼の

鋼種の選定試験研究、小型送受波器の試作研究な

どが行われ、耐圧ガラス球の中にカメラを入れる

観察装置を組み立てて海中実験などが実施された。

また深海の利用の一つとして、深海を廃棄物投棄

に利用できるかどうかを検討するため、深海廃柴

物の監視技術に関する研究を行うことになり、深

海底に廃棄物固化体を投棄した場合のモニタリン

グ技術の研究で機器の改造、また固化体の海中落

下モニタリング海中実験（伊東沖）が成功裡に終

了した。� 

（３） 環境保全の総合技術に関する研究

海洋環境の保全は開発と表裏一体となるもので

センターは49年に新たに海洋保全技術部を設置し

て試験研究の充実を図った。海洋保全には、まず

海洋環境の物理的、生物的・生態学的変化を的確

に把握することが必要であり、本年度から、� ①溶

存酸素を中心とした海洋汚染の自動監視システム

の研究� ②黒潮の蛇行に対する海底地形の影響に関

する研究� ③曳行式海洋観測システムパッケージの

開発に関する総合研究を実施した。

（４） 海中における人間活動の総合技術に関する研
究開発

水深100  mまでの海中実験を目標にしたシート

ピア計画を国から受託し、推進しているが、本年

度は前年度成功した60m 海中実験の成果をふまえ

て、50年度に100 m 海中実験を行うため、アクア

ノートの一般訓練、潜水シミュレータによるシミ

ュレーション実験｡機器の点検､整備などを行った。

また海中で人間が安全に能率よく活動するため

の基準を作成するため、ダイビングマニュアルの

作成、人間が海中で活動した場合にその生理にど

のような変化や影響が生じるかを研究する海中に

おける生理・心理学的研究や潜水作業のエネルギ

ー代謝の研究、海中了人開かより長く、深く、安

全に、能率よく作業するための潜水呼吸器や潜水

器具、呼吸ガス混合装置の研究も行った。� 

2. 経 常 研 究

上記した諸研究開発のうち、経常研究費によっ

て実施した研究開発の概要は次のとおりである。

（1）　海中動力源に関する研究� 

(2) 海中電流通信の研究

（3）耐圧ガラス球を用いた深海底調査技術に関

する研究

（4）黒潮の蛇行に対する海底｣也形の影響の研究

（5）　ＤＯを中心とした海洋汚染の自動監視警報

システムの研究（1）

ＤＯを中心とした海洋汚染の自動監視シス

テムの研究　（2）

（6）　ダイビングマニュアル作成のための調査研

究
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（7） 潜水呼吸器および潜水器具に関する研究

（8） 潜水作業のエネルギー代謝に関する研究

（9）海中における生理的、心理学的影響に関す

る調査研究

（1） 海中動力源に関する研究

前年度においては海中動力源として各種の電池

および水中ディーゼルエンジンについて調査検討

を行った。49年度は海中動力源の一種として、現

在小規模ながら実用化されている波力発電を取り

上げ研究を進めることとした。

海の波が持つエネルギーは膨大なものであり、

これを効率良く取り出し、利用できれば、単なる

海中動力源としてだけでなく、無公害エネルギー

として極めて有用なエネルギー源が得られること

になる。そこで出力の大きい波力発電装置の開発

を目的として水槽実験を行った。

模型は長さ２ｍ、幅0.5m､ 高さ0.25m とし、こ

の内に４つの空気室を備えたものとした。この模

型を４個作り、それらをＡ型、Ｖ型、Ｐ型（２個

を平行に配列）､Ｄ型（４個をダイヤモンド型に配

列）の４種に組合せて、①波保有馬力に対する空

気出力としての利用効率、� ②消波効果、� ③必要係

留力を、当センターの波動水槽を使って測定した。

これらの実験から模型の長さと同程度の波長から

短い波長の波については空気出力をかなり取り出

せること、および消波効果もかなり良いことがわ

かった。

（２） 海中電流通信の研究

本研究は48年度を初年度として着手されたもの

であり、その初年度においては海中電流通信に関

して、� ①距離に対する信号の減衰､� ② 指向特性、

③周波数特性等の基本的な性質を知るために水槽

実験および海上実験を行った。

49年度はこれらの結果をもとに、電極の形状や

大きさによる特性の変化の把握、インピーダンス

の整合、送信電力の増大および受信用アンプの性

能の向上をはかり、水平距離約100 m の実用化実

験を行うこととした。

49年度の水槽実験は当センターに新設された深

さ7.5m.､長さ９ｍ、幅９ｍの大型の超音波水槽で

行い、水平方向および垂直方向の通信特性の比較

も可能となった。これらの水槽実験や海上実験か

ら、� ①海水中を伝わる信号は距離の３乗に逆比例

して減衰し、その割合は７ｍ当たり約１ｄｂである

こと、� ②したがって海中の電流は準定常的で、そ

れによる電界は電気双極子電界であることがうか

がわれること、� ③海水中の電流の周波数特性は数

10KHZ までほとんど平担であり、音声通信には有

利であること等がわかり、さらに海上実験では、

P-Ｐ出力約60W で水平距離約150 m にわたって音

声および音楽の通信ができた。その際の音質は歪

みもノイズも少なく良好であった。

（３） 耐圧ガラス球を用いた深海底調査技術に関す
る研究

本研究はガラスの優れた耐圧性、透明性化学的

耐久性、大きな浮力という特性を生かして、深海

底調査のための無人機器を開発することを目的と

している。 49年度はガラス球を国産化し、球をド

ーム窓として利用する深海カメラの試作を行った。

ガラス球はJIS  1級の硬質ガラス（ホウケイ酸ガ

ラス）を原料として、プレスにより半球ずつ製作

され、焼きなました後すり合せ面を研磨して完成

される。内部にいれる機器のサイズ等を考慮して

外径36cm、内径:32 cm、肉厚２cmの球を製作した。

製品検査の結果、これらガラス球は、残留歪もな

く、清浄な真球であり、すり合わせ面も完全であ

った。水密性をテストするため、49年ｎ月に駿河

湾の水深500 m 、50年２月に当センターの潜水シ

ミュレータ装置で30kg/cm2までの加圧を行い、水

もれもなく損傷も見られなかった。これと平行し

て耐圧ガラス球にモータドライブ仕様のカメラお

よびストロボを封入して撮影テストを行い、ゆが

みのない明瞭な写真がとれることを確認して後、

フレームにガラス球２個（カメラ球とストロボ球）

を取り付けた深海カメラを製作し、実海面でのテ

ストを行った。カメラはモータドライブ"250枚撮

り、ストロボはＧ･Ｎ･34のもの２灯を使用し、こ

れらを駆動するためにアナログタイマーを使用し

ている。

（４） 黒潮の蛇行に対する海底地形の影響の研究

多くの海流がはぼ海底の等深線にそって流れる

ことは経験的事実であり、理論的説明も与えられ

ている。　しかし、黒潮やメキシコ湾流のように、� 
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流速が大きく、海面から海底にむかって海水の密

度や流速が著しく変化している海流については十

分な解析がなされていない。本研究は海底突出部

の存在により海流の定常的な構造がどのように変

化するかを数値計算により予測することを目的と

する。

48年度には海流の定常状態を直接的に計算する

ことを試みたが、種々の困難が生じたため、49年

度には海流の初期状態を与えてその後の現象を逐

時的に計算するコンピューター・プログラムを作

成し、予備的計算に成功した。ただし計算の初期

値の与え方および中間結果の処理法に問題があり

定常状態を求め得るまでに長い時間を要すること

がわかったので、次年度にこの難点を解決してか

ら本格的な計算を実施することにした。� 

(5) D  0を中心とした海洋汚染の自動監視警報シ

ステムの研究 （１）

ＤＯセンサー等の電気信号を利用する自動監視

賢報システムの概念設計を行った。

まず精分器とタイマーを使用し、ＤＯ変化を単

位時間の積分量でとらえ、あらかじめ設定した積

分量（以後設定量という）と比較し、設定量より

も小であれば警報を発するものとする。つぎに、

単位時間内に設定量に達すると、その時点で積分

器およびタイマーはリセットされ、再び積分およ

びタイムカウントを始めるものとする。これを図

に示すと以下のようになる。

ＤＯを中心とした海洋汚染の自動監視システム

の研究 （2）

横須賀港に観測点を設定し、通常の海況データ

とともにＤＯを測定した。プランクトンの夏期大

増殖の際には、表層では溶存酸素は過飽和となる

一方、夏期の成層条件のため底圜水では低酸素水

が形成される。このＤＯ量は、上記のようにプラ

ンクトンの光合成が行われるときは酸素量が増大

し、特に大増殖があるときは過飽和状態を呈する。

しかし、このプランクトンが死滅して分解しなが

ら沈降すると、特に成層状態が顕著な時期には、

底層において酸素が消費され低酸素水が形成され

る。

このように、ＤＯの消費に大きく影響するプラ

ンクトンの定量と、有機物の計測を目的として、

プランクトン量測定装置と溶存有機物測定装置を

考え、装置をつくることに着手した。

プランクトン量測定装置は近赤外の光を通過さ

せ、通過量からプランクトン量を評価する方式で

ある。

溶存有機物測定装置は、水中の溶存有機物を紫

外線によって酸化し、生成した炭酸ガスから有機

物量を評価しようというものである。現在これら

の機器を改良中である。

（6）ダイビングマニュアル作成のための調査研究

潜水技術者の作業性向上と安全を図るため、既

存のダイビングマニュアル、日本近海における潜

水業務、有害生物などの調査研究を行い、わが国

の潜水環境に即応したダイビングマニュアルを作

成することを目的として次の調査研究を行った。

①　ダイビングマニュアルの収集と調査研究

昭和49年度は下記図書を収集し、内容について

調査検討した。

①　著者名（訳者名）②　出版社　③　発行年

④　ページ数

us　NAVY　DIVING　GAS　MANUAL

①NAVY ＤＥ円＼RTMENT

②ＢＡＴ][ELLE MEMORIAL INSTITUTE

③1969　� ④188  P

THE　PRINCIPLES　OF SAFE　DIVING

PRACTICEこの概念設計の具体化および試作は今後行う予

定である。
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一 一 一 一 一

①CIRIA UNDERWATER ENGINEERING

GROUP　　 ②　　� ①に同じ

③　1972　 ④　 ５６ Ｐ

COMMERCIAL　OIL- FIELD　DIVING

①NICHOLAS Ｂ ZI UKOWS KI� 

②CORiNELL MARITIME PRESS 、INC

③　1971　 ④　 ３７２ Ｐ

スポーツ潜水の科学と実際

①　 小　 林　 庄　 一・日下部　　　 （訳）

②　 日本　YMCA　 同盟出版部

③　1969　 ④　 ２５８ Ｐ

②『有害生物 に対する応急処置』の作成

これまで の調査結果から、日本近海で潜水者に

被害を与える有害生物を リストアップし、それら

の被害状況から、� ①刺胞による刺激（13 種）､②す

り傷、 切傷、刺傷（34種� λ� ③咬傷（無毒７種）､� ④

咬傷（有毒４種）､の４章に区分した。これらにつ

いて生物の危険な個所（背鰭､ 棘 、歯など）､被害

に対する予防対策、万一被害に遭遇した際の応急

処置について記載した。　レポート

③　 潜水機器の取扱説明書の作成

開放式デマンドマスク（ＫＭＢ－ＭＫ－８）､半

閉鎖式スクーバ（ＦＧＴ－レＴ））､同じく（ＦＧＧ－

IHI）､半 閉鎖式 ハードハット（アクアダインGH-

２）の潜水呼吸器について、性能試験、実用試験

および関連資料を収集して、これら潜水器の取り

扱い、整備に必要な説明書を作成 した。

④　 潜水用語集の作成

主に潜水技術に使われる用語（日本語、英語）

を数百収集し、分野別に分類して、用語の説明を

加えた「潜水用語、語暈」を作成 した。これら用

語は国内で もそれぞれのグループによって定義が

まちまちで、時には同 じ用語であっても逆の定 義

で用い られるなど、混乱も多い。このため一 応の

定義を付けて用語の統一化をすすめた。

(叫　潜水呼吸器および潜水器具に関する研究

①　ダイバーの体熱損失と保温についての研究

冷今似こおけるダイバーの体熱損失とエネルギ

ー代謝の２つの研究課題の準備的実験として、冷

水中の潜水実験を潜水技術部と研修部の共同で行　

礎的資料を得ることであった。そこで、当センタ

ーのオープ ンタンクの水温を約13� °Ｃおよび約8� °Ｃ

に設定し、ドライスーツを着たダイバーに空気ま

たは80 ％Ｈｅ－20 ％０２混 合 ガスを呼吸させ、30

～60 分間水中に静止させた。

潜水服にピンホールがあったことや、呼気ガス

の採集が不完全であったこと等のため、目的を達

し得なかったが、皮幃温４点の経時的変化の傾向

を得たこと、 ダイバーからの採気方法に対する知

見を得た等の成果があった。

②　 デマンド、半閉鎖式潜水呼吸器の研究

半閉鎖式潜水呼吸器にはOrificeを用いたConstait

Mass Flow : 方式のもの、Ventwi を用いて強制的に

循環させるもののほか、Demand 方式のものもあ

る。 本研究は新方式の装置で、空圧 のピストン・

シリンダーと呼吸バッグ兼用のダイヤフラム室を

一体構造することで、呼吸ガス消費量の減少と呼

吸抵抗の減少を一挙に達成しようとしたものであ

る。試作品はほとんど全て手作りで完成し、MY

型呼吸器と名付けて作動確認を行った。本器の要

点を次に記すが、詳細については第３回国際海洋

開発会議論文集を参照されたい。

(作動原理)

呼吸圧で作動するダイヤフラムの運動をピスト

ンシリンダーに伝え、ピストン内の定容積のガス

を呼吸用として補給する。従って、呼吸換気に応

じたガスの補給が行われる。また、ダイヤフラム

の受圧面積を大きくし、ピストンの作動圧を高く

することで、呼吸の仕事を ダイヤフラムとピスト

ンの運動で行わせるため、ダイバーの呼吸による

エネルギー消耗を軽減し得る。

(長所)

①、呼吸抵抗を減少させ得る。

唖)、混合ガスの消費を従来の半閉式呼吸器の約 ％

に節約できる。

Ｏ、呼吸バッグをダイヤフラム室にすることによ

って、重量減と重心変動の減少が図れる。

(問題点)

①、ダイヤフラムの受圧面積が大きいため、波浪

等による呼吸器の作動の乱れ。

眄、水圧の増加でコントローラの作動が重くなる

９だ この実験は� ①潜水服の保温効果ヽ� ②ダイハ　　　ことの防止改良。� 

’の呼吸代謝量ヽ� ③体熱損失量の３点に９いて基　 ○、ピストン・シリンダーとコントローラの信頼件。
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（8 ） 潜水作業のエネルギー代謝に関する研究

本研究の根幹を なすものは、各潜水作業中にお

けるエネルギー代謝の実測により、様態別のエネ

ルギー代謝率を確立し、よって潜水作業 の疲労度

決定に資することにある。とくに､水中におけるダ

イバーの呼気 ガスの採取は必須であり、本年度の

研究は、有効な呼気ガスの採取法の検討に重点を

おいた。オープ ン・タンクの水深３ｍにダイバー

を安静坐位の状態にし、 ダイバーの呼気を水面付

近でバケツ状容器に収集するようビニール・ホー

ス、ガス・メータ、 ダ`グラス・ノ゙ ツクの順にセッ

トし、水中からの呼気量および呼気ガスを収集し

た。 その結果、呼気の一部がバケツ状容器からあ

ふれ、完全な捕集が困難なこともあって、呼気量

の正確な計測は不可能であった。この方法は、呼

気ガスが水中を通過する際、ごく僅かながら水中

への溶解が考えられること、潜水作業中に動きの

ある場合等には不適当と考えられ、さらに改良を

加えて、レギュレータから直接採取する方向で検

討を進める。

（9） 海中における生理的。心理学的影響に関する

調査研究

体熱損失をはじめ、脱水化現象、感覚異常、酸

素中毒、不活性ガス麻酔、作業遂行能力。疲労お

よ び減圧症は、潜水作業 に伴う生理学的、心理学

的危険因子と言える。しかも、これらは時に単独

で、時には複合して現われ、ダイバーの生命を脅

かすものとなり得る。前年度に引き続き、本年度

は上記テーマから、体熱損失、作業遂行能力およ

び疲労をとり上げた。

体熱損失については、米国サーモネティックス

社製ピートフラックス・トランスデューサおよび

サーミスタを組み合わせ、体表面７ヵ所の熱流お

よび温度を計測し。平均皮膚温を算出、同時に測

定した直腸温から平均体温を求めた結果、従来求

め得なかった熱流値を実測し得、ヘリウムのガス

特性を再確認した。

作業能力については、水中作業の複雑な運動を

単位基本動作に分解し、解析するという前提で、

水中における基本動作の特性を測定した。その結

果、より有効な水中作業方法と、より効率的な工

作作業機械の設計製作に資すると考えられる。

疲労については、従来使用された落下棒、フリ

ッカー値等に加えて、膝蓋腱反射および二点弁別

いき値の計測、タッピング等をとり入れ、さらに

産業疲労研究会のアンケート用紙に若干の改良を

試みた。その結果、より客観的なデータを収集し

得ると判断される。

また、試作予定の生理学的計測装置については

構成部品の検討を行い、試作可能と判断したが、

諸般の事情から発注に至らなかった。

潜水呼吸器および潜水器具等の研究を推進する潜水技術、研修部研究員� 
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３　 受 託 研 究

本年度科学技術庁から委託された研究開発課題

については、次のようにこれを実施した。

（1） 深海モンタリング技術に関する研究

（2） バイラテラル方式のマニピュレータおよび

監視装置の研究

（3 ） 深海潜水調査船に関する調査研究

（4）曳航式海洋観測システムの開発に関する試

験研究

（5）海中作業基地による海中実験研究

（）j　深海モニタリング技術に関する研究

48年度はフレームに深海テレビ。深海カメラを

組み込んで容器の観察を行う基本的システムを試

作し、水深30m と100m の海域で実験を行い、容

器の自由落下速度、海底での分散、落下の状況等

の観察記録を行って所期の成果を得た。

49年度には、システムの改造、改造したシステ

ムによる水中での解像力等のテスト、耐圧ガラス

球入りカメラの増設、テレビシステムの同軸ケー

ブル用ウィンチの設計、容器に関する流体力学的

検討などの実験研究を行った。

（イ） システムの改造と解像力のテスト

システムの改造の主要な点は、システムに遠隔

制御装置をとりつけたことである。これにより船

上からの操作で、テレビ、カメラおよび照明装置

をとりつけたパン・アンド・ティルト装置（テレ

ビ、カメラおよび照明装置に左右340U 二下190� °

の回転運動を与える首振り装置）の運転、テレビ

の焦点調整および70％深海カメラの作動を行える

ようになった。また、テレビとカメラの死角視野

を少なくするために、耐圧ガラス球（耐圧6,700･

ｍ）に封入したモータードライブカメラを増設し

た。水中部分の構成を図一１に示す。これらのシ

ステムが十分に作動することを確認した後､FIAJ

（日本電子工業会）のテストチャートの撮影を行

った。このテストによりテレビの解像力は約450� 

本、耐圧ガラス球入りカメラは1,600 本以上、70

ミリ深海カメラは5,叩O 本程度と推定された。

次に210 ？型ドラム缶を使用して、表面に描い

た模擬ピンホールおよびクリープの撮影を行い、

テレビによって２ｍ離れて径１回のピンホールお

よび高さ1.5m のクリープが明瞭に観察できるこ

とを確認した。

ＴＶカメラ70 ％カメラの首ふり旋回装置をと
りつけたモニタリング用フレーム

（口）容器に関する流体力学的検討

48年度に魚群探知機により測定した容器の自由

落下速度は、平均約2.7% であった。この容器

が落下していく時無視できない量の海水をおしの

ける。したがって容器の水中落下シミュレーショ

ンを正確に行うためには、容器の仮想質量および

抵抗係数の実測値が必要である。本年度はセンタ

ーの水槽を用いて実測値を求めた。実験は荷重変

換機にコイルスプリングで吊したアルミニウムの

円筒模型を自由振動させる方式で行った。荷重変

換機からの信号は直流増巾器、ローパスフィルタ

ーを経て電磁オシログラフに記録した。電磁オシ

ログラフのカーブは、カーブリーダーによりディ

ジタルに変換し、計算機で解析した。縦方向に落

下した場合の仮想質量は、同容積の容器を水で満

たしたときの質量の0.51倍、抵抗係数は0.33、横

方向に落下した場合の仮想質量は0.88倍、抵抗係

数は0.21であり、長蚰まわり回転の仮態順 性モー

メントは0.32倍、抵抗係数は0.093 であった。

以上の研究の他、径17.2mwの深海テレビ用二重

外装同軸ケーブル7,500 m を巻き込んで、高速で

巻き上げ、巻き下げのできるウィンチの設計を行

った。

32



-

（2） バイラテラル方式のマニピュレータおよび監

視装置の研究

昭和48年度に試作したバイラテラル方式のマニ

ピュレータは、精巧な作業を行うための作業腕と

して自由度を６（その他に工具を膕むための指部

の開閉かおる）設け、これを操縦するためのマン

ハンドはオペレータの腕に密着して操作する方式

である。これを用いて各種海中作業実験を行った

結果、� ①各関節で発生する摩擦抵抗が予想以上に

本海中作業システムの「目」に当たる監視装置

は、通常空気中で使用されている超小型カラーＴ

Ｖカメラを水中仕様に改造して使用した。広角レ

ンズ付きのカメラと、ズームレンズ付きカメラの

計２台で作業状況を監視しながら作業実騷を行っ

たが、補助手は腕回転関節が無いために、両手を

交差させるには腕を肩の位置まで上げなければな

らないので、ややオペレータには負担が大きい。

大きい。� ②力を発生するためのアクチュエータを　　（3）深海潜水調査船に関する調査研究

マンハンドの各関節に配置したことにより自重が

増え、オペレータに負担がかかる等が判明した。

これらの結果をふまえて、前年度に引き続き昭和

49年度には、作業腕と対をなす補助腕として自由

度４のバイラテラル方式のマニピュレータを試作

した。補助手として要求される機能としては、作

業中に姿勢が変らないように身体（架台）を支え

ること、作業対象物を作業の仕昜い位置に固定す

ること、および作業腕で取り扱うことが困難な重

い対象物を移動できること等が考えられる。従っ

て補助手の取扱い重量は作業腕よりも大きく、50

劔とした。また、摩擦の発生原因となる関節可動

部や、アクチュエータのシールは、摩擦の少ない

材質および方式を採用した。マンハンドはオペレ

ータの腕に沿わせ、オペレータはその先端をつか

んで操縦し、アクチュエータは架台内に一括して

置き、力はワイヤーを介して各関節に伝達する方

式に変更したため、マンハンドの自重が軽減でき

安全性の面からも非常に有利なものとなった。

深海潜水調査船に関する調査研究は、本システ

ムの開発の可能性を検討する目的で昭和48年度か

ら開始され、本年度はその第２年度であり、次の

研究を実施した。

研究成果の概要は次のとおりである。

①　深海潜水調査船システムの基本条件の調査

研究

本年度は本調査船システムの開発に当たり

その基本条件を明らかにするため、システム

の規模の検討ならびに観測採集条件の調査を

実施し、さらに深海調査船の乗員の能力に関

する研究を実施した。

その結果システムの規模の検討については

深海調査システムを構成し、効果的に運用し

て調査活動の実績をあげるために潜水船およ

び母船が具備すべき基本的機能を検討した。

次に観測採集条件の調査としては、潜水船

の運動能力や、のぞき窓、マニピュレータ、

ルーティンの計測事項等に関する観測者側の

要求を明らかにするため、20の項目について

アンケート調査を実施しとりまとめた。

一方、潜水調査船が海底において所期の機

能を十分発揮し得るためには、その潜水調査

船の乗員に対する十分な人間工学的配慮がな

されなければならない。このため深海調査船

の乗員の能力に関する研究をとりあげ、本年

度は人間工学的諸問題の摘出、文献調査およ

び実地調査を行った。

②　深海潜水調査船の運動性能の調査・研究

外国における潜水船の潜入浮上方式および

推進操縦方式を調査するとともに、潜水船の

モデルを仮定したうえで、潜入浮上方式の比� 
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一 一 一

較や、舵、推進器推力と運動性能の関係を検　 （４）曳航式海洋観測システムの開発に関する試験

討した。

③　発進揚収システムの調査・研究

潜水調査船を洋上で母船から発進揚収させ

ることは、本システムの成否にきわめて重要

であるので、外国の実例を調査し、問題点に

ついて検討した。そして、さらにこのシステ

ムを実現するために、母船および潜水船に要

求される事項を検討した。

④　船殼に関する研究（耐圧殼用材料の研究）

本年度はまず、潜水船の耐圧殼用材料とし

ての候補材を調査し、その結果1 ONi ― 8 C0

鋼を候補材として選び、母材の確性試験を実

施した。その結果、本材料がこの試験の範囲

では材料特性上とくに問題となる欠点はなく

すぐれた性能であることが確認された。

⑤　ナビゲーション装置に関する研究

（耐圧送受波器の研究）

まず送受波器に関する文献調査を行い、縦

振動型および径振動型送受波器を試作し、強

度上の検討を行うとともに、水圧印加前後の

大気圧下での性能を検討した。

そして、試作した送受波器の高水圧下にお

ける音響性能試験方法について調査した。

なお、深海潜水調査船の運動性能の調査研

究および発進揚収システムの調査研究に当た

っては、資料の収集および整理を、また、船

殼およびナビゲーション装置に関する研究に

ついては、試作および試験をそれぞれ三菱重

工業株式会社および川崎重工業株式会社の両

社に依頼し、研究を推進した。

研究

日本沿岸の海況調査は国民生活および各種活動

にとって必要性の高いものであるが、従来の海洋

観測手法で獲得しうる情報は量質ともに十分とは

言えず、計測器および計測手法の進歩が強く望ま

れている。本研究は特別研究促進調整費による曳

航式海洋観測システムの開発に関する総合研究の

一部として、海中で迅速な昇降運動を行う曳航体

による高精度の海洋観測システムを開発すること

を目的とする。 49年度は本研究の初年度であり、

研究実施内容は下記のとおりである。

①　 全体 システムの検討

曳航体による能率的な海洋観測を実施する

ために、曳航体の諸元および機能に対してど

のような要求条件を設定するのが適当である

かを、各方面の意見を参考にしつつ検討した。

その結果、本研究の出発点 として曳航体の概

略仕様を下記のように設定 した。

使用深度:200771 。

曳航速度:4 ～10 ノット。

曳 航 索 Ｅ外径7.6  mm、導線数 ７本。

運動性能 Ｅ� ①、 ４ノットで曳航して深度

200 m まで沈 降できること

○、曳航 速度が10 ノットであ

っても、索の長さ等を適当

に選べば安定 に曳航できる

こ と。

０ 、４ノットで曳航して深度

O ～30m 間を一往復するの

に要する 曳航距離は180m

以下であること。

④、４ノットで曳航して深度� 

170 ～200m 間を 一往復す

るのに要する曳航距離は10� 

00m 以下であること。

使用条件 Ｅシースデイト２において数時

間連続使用する。

空中重量:  100  kg以下。

水中重量 Ｅ数知の浮力を有すること。� 

深海調査システムの協議をする研究担当者

34



全　　 長 Ｅ２ｍ以下 。

幅　　E 1.5  TO以下。

②　曳航体の運動解析

曳航体と曳航索が鉛直面内を運動する場合

（２次元運動）につき、両者の運動を詳細に

追跡し得るシミュレーション・プログラムを

作成し、曳航体の昇降運動に関するシミュレ

ーションを実施した。シミュレーションに用

いる計算式の一部は、後記する模型試験のデ

ータにもとづき作成され、これにより計算結

果の信頼性が高められた。

このシミュレーションにより得られた知見

の主要なものは下記のとおりである。

（ａ） 曳航体の速度および曳航索の張力は、昇

降運動中に急げきかっ大幅に変動する。

（b）曳航体の昇降に要する時間を決定する最

大の要因は曳航索の運動であり、制御系機

能の影響は比較的少ない。

（c） 曳航体を海面付近で昇降させると、曳航

索が曳航体の上方にも下方にもくるため、

曳航索と曳航体の結合には特殊な治具（ブ

ライドル）を要する。また、曳航体の昇降

振幅を増大させるためにもブライドルは必

要である。

（d）曳航距離180 m で深度O ～30m 間を一往

復することは可能である。

剛　 曳航距離1000 m で深度170 ～200 m 間

を一往復することは可能である。

③　模型試験

海洋科学技術センターの波動水槽において、

水槽試験用模型により下記の試験を実施し、

運動解析および設計に必要なデ・一夕を収集し

た｡、

ｈ）一定速度、一定姿勢で進行する曳航体の

ける力およびモーメントの測定。

（b）一軸まわりに振動（ローリング、ピッテ

ング、またはヨーイング）する曳航体の受

けるモーメントの測定。

また｡､三菱重工（株）長崎研究所ゲッテ

ングン型風洞において、風洞試験用模型に

より下記の試験を実施し。運動解析および

設計に必要なデータを収集した。� 

(c) 垂直面３分力試験。

(d) 水平面４分力試験。

(ｅ)� ローリングモーメント計測。

(f) 流糸試験

④　 制御系および曳航体の設計

前記の検討および研究結果にもとづいて以下

のような方針を設定し、制御系および曳航体の

設計を行った。

（ａ） 曳航体の昇降運動は航空機と同じく水平尾

翼後緑の昇降舵により機体仰角（すなわち主

翼揚力）を変化させて制御する。

（b ）昇降舵制御はオープ ン制御方式 とし、駆動

は油圧サーボ方式による。

（ｃ） 制御用電力は 曳航索を介して交流で供給す

る。

（d） 機体は200 m の水圧と300  kgの揚力に耐え

十分な復元モーメントを有する。

（ｅ）過大な力が加わって索が断線した場合には

自力で浮上できるようにする。� 
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（5） 海中作業基地による海中実験研究

海中作業基地による海中実験研究、いわゆる

シートピア計画は。４人のアクアノートが水深

100 m の海中において、１ヵ月間居住して作業

し、あわせてアクアノートの生理、心理機能と

作業能力におよぼす影響、ならびに減圧法とそ

の安全性について研究を行い、飽和潜水技術と

関連機器の開発に寄与することを目的とした。

このうち、60m 海中実験の成果をふまえて、

この海中実験の最終目標深度である100m 実験

を行うために必要な実験装置の改造、オーバー

ホール、アクアノート練成訓練、およびこれと

並行して潜水医学、潜水作業等の諸資料を得る

ための実験研究を行った。

以下はその概要である。

1｡ 実験装置の改造・オーバーホール

アクアノート練成訓練時における実験装置

の信頼性、安全性向上を図るために、ＰＴＣ、

ＤＤＣ、および既存の生体計測機器のオーバ

ーホールと諸試験検査を実施した。さらにＰ

ＴＣとＤＤＣの安全性、操作性、居住性の向

上を図るため、ＰＴＣに関しては動揺防止装

置用の受金具とアンビリカルケーブル２組の

新設、電気系統、ガス供給系の改造、DDC

に関してはＣＯ鼻 収筒の改造と通風用吸気口

の消音器新設等を実施した。

2｡ アクアノート練成訓練

アクアノート候補者に対し、深海潜水に必

要な知識、技能を習得させるために、教育訓

練の一環として、第１次慣熟訓練から第４次

慣熟訓練までの訓練カリキュラムを作成し、

これを昭和49 年10 月２日から昭和50 年 ３

月31 日の間で実施した。

（ａ）第１次慣熟訓練

基礎教育訓練として100 m 海中実験に必

要な基礎的知識である潜水医学、関係法規

潜水シミュレータ、ＰＴＣ、ＤＤＣ等の取

扱法等の講義、ならびに潜水シミュレータ

の有人運転訓練を実施した。

（b） 第２次慣熟訓練

基礎潜水訓練として、訓練プール、浅海

域における各種潜水器の装脱着法、コンパ

ス泳法、バディ潜水法等を訓練し、浅海に

おける安全潜水の徹底に努めた。また、水

潜水シミュレータ装置を使用してのシミュレーション実験� 
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中での溶接・切断作業が安全に実施できる

よう訓練を実施した。

（ｃ） 第３次慣熟訓練

応用潜水訓練として、高圧下におけるヘ

リウムー酸素混合ガス潜水が安全確実に実

施できるように、潜水シミュレータのウェ

ットチェンバーを使用して、マスク式潜水

器による短時間潜水訓練を水深60m 、80

m 、100 m と段階的に実施した。さらにＰ

ＴＣ、ＤＤＣ、および支援ブイを用いた水

深60m までの実海域潜水訓練を行い、Ｐ

ＴＣからのロックアウト潜水が安全に実施

できる練度に達した。

（d） 第４次慣熟訓練

アクアノートとしての飽和潜水技術の習

得、練度向上、および諸研究実施のため、

潜水シミュレータを使用して、水深60m

相当圧（７ＡＴＡ）の混合ガス（Ｈｅべ ）2

一N2 ） 特殊環境下における長時間居住の体

験、すなわち60m シミュレーション 訓練

を２回実施したｃ

アクアノート８名をヘリウム高圧環境下

に長時間居住させ。潜水作業および80m

へのエクスカーション潜水を実施できたこ

とにより、次の100 m シミュレ･－ション実

験に対する自信を深めた。また、長時間の

潜水シミュレータ総合運転により、支援要

員の運用技術向上も図られた。

3｡ 実験研究

上記のアクアノート練成訓練期間中、次の

８項目について実験研究を実施した。

㈲　高圧環境下におけるアクアノートの医

学的研究。� 

(b) 環境コントロールに関する研究。

(C3　水中作業能力に関する研究。

(d) 水中作業と安全性に関する研究。

㈲　海中作業環境に関する研究。

(０　潜水呼吸器に関する研究。

(g) 海中実験に用いる装置に関する研究。� 

(h) アクアノート候補者の訓練効果に関す

る研究。
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曳航体模型の実験� 

(a) 60  m シミレーション訓練中、アク ア

ノートすべての生体機能が特殊環境に暴露

された場合、生体への影響、および生体が

すみやかに適応状態に達していることを重

点的に確認するため、医学用生体計測機器

を用いて、肺機能、疲労、血液、尿等の検

査、バイタルサイン（血圧、直腸温、皮膚

温、呼吸数、脈搏、脳波、心電図等）を計

測した。その結果、検査項目については特

に異状は認めなかった。

また、同時にアクアノート各自の食事に

よる摂取カロリーの算出、および味覚テス

トとして酸味、塩味、苦味等のついた牛ヤ

ンディをなめさせ判断させた。その結果、

摂取カロリーは１囗平均3,叩O カロリー以

上を摂取し、80m エクスカーション潜水

時は、その時の体熱損失に近い400 ～800

カロリーの摂取量増加を示したことは興味

深い。味覚テストは、加圧下では酸味の鋭

敏化を示したが。その他については、ほと

んど変化はみられなかった。



（b）無人および有人60m シミュレーショ

ン訓練中、潜水シミュレータ内の環境調査

の一環として、No1ドライチェンバーにお

けるＣ０
２
ガス拡散。ガス分布状況ヽ温� ’湿

度分布、通風量、臭気、および減圧時のＰ

Ｎ声」御ヽ酸素センサーに関する研究を実施

した。このうちＤＩチェンバーにおけるＣ

０
２
ガスの拡散所要時間はヽ循環ブ゜ワー回

転数（循環風量）によつて左右されること、

ガス分布状況（Ｃ０
２
べ ）2‾N2 ）および温

度分布は、加圧中はばらつきがみられるが、

保・減圧中はばらつきが小さいこと、湿度

のばらつきは約10 ％であること、チェンバ

ー間の通風は、ＤＩチェンバーからＳＩ・

ウェットチェンバーへ流れること。減圧時

のＰＮ
２
低下防止のためヽ空気またはN2 を

注入してＰＮ
２
を0.79 ATA になるよう制

御したところ、0.７５ＡＴＡ と0.8 AT  A

の間で制御できたこと、また、改良型の均

圧ホース付酸素センサーは、高圧環境下で

も比較的良好に作動すること等が判明した。

これにより、高圧環境コントロールに関す

る指針を得た。

（Ｃ） ダイバーの水中作業能力測定のため､水

中作業能力測定機器を設計し、陸上プール、

および60m シミュレーション訓練中のウ

ェットチェンバー内において、作業力（回

転力、打撃力、引張力、持上力等）計測と、

メンタルテスト（記憶力、計算力）を行つ

た。その結果、作業力は水中では陸上に比

べ低下匸 繰返しのインターバルが長くな

るが、メンタルテストにおいては顕著な低

下は見られなかつた。

（d） 水中溶接に適する溶接捧・電流の選択

のため、オープンタンクで。各種溶接捧に

より鋼板にビートを流す水中溶接作業を行

い、アーク保持の難易、電流測定、ビート

外観、硬度測定を行つた。その結果による

と、イルミナイト系、あるいは。高酸ｲ匕チ

タン系の被覆溶接捧が、溶接作業に適して

いると考えられる。

（ａ） 海中における人間の視感覚のうち、視

程および色彩認知と光学機器との相関を求

める調査研究として、本年度は、プールの

シートピア計画100 m の海中実験をめざしアクアノートの練成訓練� 
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50 気圧 まで可能な潜 水シ ミュレ ータ装置の本体

濁水中での標識撮影実験と水中作業写真の

効果的撮影法について。グレー・スケール

石綿スレート板、黄色および茶色の色分け

した円筒形ターゲットについて検討を行っ

た。その結果､グレースケールの場合､光透

過率（Ｔとする)=80# から7.2 96の範囲で、

カメラとターゲットの距離が1.06 m　から

２ｍの時。撮影可能、石綿スレート板の場

合は、光透過率T  = 9.2 % の時、1.5  m 程

度の近距離で撮影可能、黄色および茶色に

色分けした円筒形ターゲットの場合は。光

透過率T=  3.6 %以上、1.5  m 程度の近距

離であれば撮影可能であることが判明した。

（f）半閉鎖式潜水呼吸器FGG ―IIIが!00� 

m 海中実験の飽和潜水に使用可能であるこ

とを確認した。� 

(g) P  T  Cの動揺に関する研究として、流

向流速の計測およびその時のＰＴＣ吊索の
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傾斜計測を実施した。その結果、ＰＴＣの

水深が54m で、流速範囲がO ～0.3 7; 。

同じく水深10m で、0 ～0.1% 。の流速で

は、ＰＴＣ吊索傾斜は09 であった。さらに

今後の留意点としてＰＴＣと支授ブイの相

対位置関係を含めて。ＰＴＣの動きを把握

する必要がある。

倒　第１次慣熟訓練から第３次慣熟訓練ま

でのアクアノート候補者の潜水技術の練度、

体力について、評価し訓練効果の検討を実

施した。

潜水技術の練度としては、機器の点検法、

取扱操作法。潜水法等について知識の理解

度。技能の熟練度等を指導員が５段階評価

し、体力測定については、運動能力測定と

筋力測定を実施した結果、アクアノート候

補者全員が向上してお久 訓練の成果が認

められた。



第４章　研修業務

１.概　　況

２.募集および選考

３.研修訓練

４.研修実施の概要



概　　 要

昭和49 年度研修業務は、第２回の混合ガス潜水

技術研修コースを昭和49 年11 月５曰から12 週間

にわたり実施した。昭和49 年10 月１曰から開始し

たシートピア実験アクアノート練成訓練、潜水シミ

ュレータ操作慣熟訓練に研修職員はアクアノート候

補者、潜水技術指導者等として参加し自己の潜水技

術研さんに勉め、研修コースの実施に備えた。

２

募 集 お よ び 選 考

昭和49 年度混合ガス潜水技術研修実施（49 年

11 月５曰～50年１月31 曰） に当たり、募集活動

および選行業務を次のとおり行った。

（1） 募集活動

年度初頭から機会を得て勧誘を実施するとと

もに。政府関係機関、諸団体、大学、海洋関連

企業等関係422 ヵ所に募集案内書を送付。海洋

関係雑誌。科学技術庁記者クラブ等にも通知し

て、募集の広報について協力を求め、49 年10

月７曰募集を締切り。17 名の応募者を得た。

（2） 研修員の選考

49 年10 月９曰応募者17 名について書類審

杳し17 名の検査を決定、49 年10 月1６曰海洋

科学技術センターおよび湘南病院（横須賀市膽

取町1-12) において身体検査（身長。体重、

胸囲。視力、血圧、聴力、心山図、血液、検尿

胸部レントゲン）ならびに酸素耐性検査を実施飛

49 年10 月25 曰 検査結果に拮づき研修員の選

考を行い、応募者17 名中12 名を合格とした。

合格者の氏名、所属は次のとおりである。

平　 川 勝 加藤潜水工業㈹

新　 山 市次郎 曰本サルヴェージ㈱

古　瀬 斷
｀･行

谷　島 幸 － 三井海洋開発{閇

三谷原 達 深田サルベージ㈱

橋　本 惇 海洋科学技術センター

3｡　研 修 訓 練

第２回混合ガス潜水技術コースの研修内容は次

のとおりである。

出　 研修時数

イ　総時数 433 時間
口　 講　 義 122時間
ノ丶　実　 習 311 時間

（2）研修科目

イ　講　義

（ｲ） 潜水学概論

㈱　海洋開発概論

卜 ）海洋学概論

§ 〉海洋気象学概論

（ホ） 潜水物理学

（へ） 潜水医学

ａ　 潜水生理

ｂ　 減圧概論

ｃ　 救急再圧

（卜） 潜水管理論

卜 ） 潜水技術論

３時間

６時間

５時間

３時間

５時間

20 時間

７時間

４時間

９時間

３時間

37 時間

梶　 谷

音 喜 多

川　 原

堀　 田

夫

次

昭

剛

幸
正

正

ａ　 潜水作業概論 ７時間

ｂ　 混合ガス潜水法 14 時間

ｃ　 ガス混合法 ２時間

曰本海洋産業㈱ ｄ　 ガス分折法 １時間

隆渡　 辺
円） 潜水機器学 38 時間

‾下　森 治 アジア海洋作業綵） ａ　 基礎潜水1:学� ９時間
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ｂ 自給気潜水器 ８時間

ｃ 他給気潜水器 ７時間

ｄ 深海潜水器 ７時間

ｅ 潜水装置 ７時間

口　実　 習

（イ） 潜水法第１課程 123 時間

（口） 潜水法第２課程 132 時間

ハ）潜水法第３課程 56 時間

（3） 潜水教材および施設

イ　潜水教材

混合ガス用の自給気潜水器およびヘルメ

ット潜水器を主体とし。性能の比較を習得

させるため。他の潜水器を体験的に使用し

た。

（イ）開放式自給気潜水器

（口） 半閉式自給気潜水器

（八）閉鎖式自給気潜水器

（二）開放式ヘルメット潜水器

（ホ）半閉式ヘルメット潜水器

（へ） 開放式マスク潜水器

（卜） Ｓ ｏ Ｄ ｏ Ｃ

口　施　設

（ｲ） オープンタンク

他給気潜水技法の基本訓練を中心に使

用

（口） 潜水訓練プール

自給気潜水技法の基本訓練を中心に使

用

潜水シミュレータ

深海潜水技法の基本および慣熟訓練に

使用

（二）実習船

海洋実習に使用

（4） 部外講師

講師として外部から次の各氏を招へいした。

岡村健二 三菱開発㈱　 （海洋開発概論）

猪野　峻 海中公園センター

（海洋開発概論）

潜水訓練プールを使用しての研修訓練� 
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杉沢康久　　 芙蓉海洋開発株

（潜水学概論）

三谷青史　　 慶応義塾大学（潜水医学）

伊藤敦之　　 東京医科歯科大学

（潜水医学）

小熊宏之　　 横須賀労働基準監督局

（潜水管理論）

逸見降吉　　 日本海洋産業㈱

/潜水技術論｀X

潜水機器学ﾉ

下村喜平衛　株） 間組　　 （潜水技術論）

平谷　 実　　 日本サルヴェージ

（潜水技術 論）

国分豈 候　　 三井海洋開発株

（潜水機器学）

笠原幹夫　川崎重工業㈱（　　”　）

河野道茂　　 株　 旭潜研　 （　　 ｙＸ　　）

青柳重夫　　 横浜潜水衣具（　　 ｙｙ　　）

清水信夫　 深田サルヴェージ㈱

（潜水機器学）� 

4. 研 修 実 施 の 概 要

第２回混合ガス潜水技術コースの研修訓練は次

のスケジュールで実施した。

第１週（ 日 月５～９日）

混合ガス潜水技術の基礎理論を中心に講義

を実施。

（2） 第２週（11 月日 日～1６日）

他給気潜水器の取扱法について講義しレ オ

ープンタンクにおいて装着法。浮力調整法、

水中動作の基本等を実習。

（3） 第３週（ 月 月18 日 ～22 日）

自給気潜水器の構造、取扱法について講義

（5） 第５週（12 月２日～７日）

潜水シミュレータにおいて深海潜水法の基

礎について実習。

（６） 第６週（12 月９日～14 日）

海洋における他給気潜水法の基礎について、

海洋科学技術センター前海域で実習。

実験海域で実習訓練するアクアノート

（7）第７週（12 月1６日～21日）

潜水シミュレータにおいて。深度4６m のヘ

リウム酸素潜水を実習。

第８週（12 月23 日～28 日）

潜水シミュレータにおいて..深度６６m のヘ

リウム酸素潜水を実習．

（9） 第９週（１月６日～11 日）

深海潜水装置の取扱法について実習。

（10） 第1６週（１月13 日� -･18 日）

潜水シミュレータにおいて。深度8６m のヘ

リウム酸素潜水を実習。

し、潜水訓練プールにおいて装着法、呼吸法、　 第11 週（１月2６日 ～25 日）

水中動作の基本等を実習。 東京湾において、ＳＤＣ潜水法を深度６６m

で実習。

（4） 第４週（11 月25 日 ～3６日）

海洋における自給式潜水法の基礎について。　 第12週（１月27日～31日）

海洋科学技術センター前海域で実習。 海洋関連科目について講義を実施。
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第５章　情報管理業務

１。概　　況

２．技術文献情報の収集・整備

３.情報サービス

４.受託調査業務



１

概　　況

センターの情報活動は、海洋科学技術に関する

わが国の情報網の一環として、関係各界の要望に

即した専門情報センター機能を整えることを目標

としている。業務の内容は。海洋工学および関連

分野の技術文献情報を対象とする図書資料の収集

と管理、収集情報を素材とする加工情報の作成。

センターの行う研究開発項目に関するデータ情報

の管理。研究開発情報の所在案内および国際情報

協力など多くの側面かおる。

これらの諸活動の基盤は技術情報の網羅的な収

集にありまたセンターの研究開発能力を強化す

るためにも文献情報の整備は急務である。そのた

め。本年度は引き続いて資料収集につとめるとと

もに、情報サービスにより新情報の効果的流通を

図った。

さらに、受託業務として。従来どおり科学技術

庁振興局の海洋に関する総合レヴュー調査を行っ

たＣ

94 冊（新規増305 ）、逐次刑行物151 種（新規増

37 ）となり、他に外国技術レポート100 種、複写

文献230 種、欧州海中作業技術調査団入手資料1

51 点、米国海中医学協会文献抄録カード。カタロ

グなども収集した。電算機による文献抄録選択配

布システム（ＳＤＩ）の利用については前年度と

同様である。

３

情 報 サ ー ビ ス

情報の積極的な流通と活用は情報センター活動

の特性である。前年度から開始した下記の情報サ

ービスは定常化した。

（1）所内� 

1. 新着雑誌目次� 週 ２回（選択配布）

2. 新着図書案内 隔　週

3. 新聞記事索引� 隔　週

4. 文献入手協力 随　 時

（2）所内・所外

1. 所蔵情報一覧� 
2｡ 技術文献情報の収集・整備 2. リファレンス

3. 海外情報

本年度末における所蔵図書資料は。単行書凵

年 刊

随 時

隔 月

( なつしまに掲載)� 
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一 一

（3）海外� 一条美智夫 ： 工業技術院公害資源研究所

1. わが国の海洋開発予算表

2.わが国の海洋開発に関す

刊

時

年

随

資源第３部第２課長

加藤　宗彦 ７帝国石油㈱社長室次長

るリファレンス 佐々木和郎 ； 工業技術員公害資源研究所

第４部長

田中　 彰一 東京大学工学部資源開発工学科

助教授

中条　純輔　； 工業技術院地質調査所海洋地質部

海洋物理探査課長

勧

勉

山

山

中

畠

２石油開発公団計画部調査役

； 石油開発公団

石油開発技術センター副所長

4｡ 受 託 調 査

科学技術庁振興局 の技術レヴュー活動の一環と

して。海洋科学技術 に関する総合レヴュー調査

（第３年度）を受託実施した。　レヴューの趣旨に

ついては。47 年度に記述したので省略する。

初年度の網羅的解説、第２年度の沿岸海洋開発

およ び開 発管 理技術 に対 し、 本年 度 は海洋 石

油深 海底 鉱物 資 源の調 査開 発技術 を テ ーマと

して。 最新の技術動行をとりまとめた。 海洋石油

開発は。産業活動および技術開発の両面で現在の

海洋開発の代表であり。深海底に賦存するマンガ

ン団塊は将来の非鉄金属資源として、国際海洋法

論議の焦点であると同時に、 深海調査技術の開発

と密接な関係かおる。 レヴューの結果は大蔵省印

刷局により印刷され、昭和50 年度版､海洋開発の

現状と展望として公刊、市販された
Ｃ

レヴュー原稿の作成には編集委員および執筆者

として各界の専門家13 名の協力を得た。

関係者およ び内容目次は下記のとおりであるＣ

編集委員 （50 音順）

浅田　正陽 y｡石油資源開発株物 理探鉱部次長

石和田靖章 乙石油開発公団

石油開発技術センター･所長

磚　見　博　１ 工業技術院地質調査所

海洋地質部長� 

広田　 豊彦 ｙ工業技術院公害資源研究所

資源第４部第１課長

逸見 隆吉 日本海洋産業㈱取締役作業部長

水野 篤行 工業技術院地質調査所海洋地質部

海洋鉱物資源課長
〔 幹 剿

小谷 良 隆　； 海洋科学技術センター

情報管理室長

内容目次

Ｉ　総　論� 

1. 海洋石油開発の意義と現況　石和田靖章� 

1.1. 海洋石油開発の意義と現況� 

1.2. 開発技術の動向� 

2. 深海底鉱物資源開発技術

2. 1. 深海底鉱物資源開発の意義

碩見　博

2. 2. 開発に関する諸問題　　佐々木和郎

2,2」. 資源開発の国際管理� 

2. 2. 2 海洋環境の保全

2｡3. 開発技術の動向　　　　 水野　 篤行� 

2.3.1. 太平洋の深海底マンガン団塊� 

2. 3. 2. 探査技術

（1）　探査システム

（2） 各種探査法　　　　　 中条　 純輔� 

2. 3. 3. 採 取技術　　　　　 佐々木和郎� 

2. 3. 4. 処 理技術

II　各　論� 

1. 海洋石油開発技術 畠山　 勉
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1.1.探査技術 2｡ 深海底鉱物開発技術

1.2. 物理探査技術 2. 1. 太平洋のマンガン団塊　水野　篤行

1.3. 海洋掘削技術� 中山　勧 2. 2. 探査技術

1.4. 生産技術 2. 2.1. 概　説

1.4. 1. 生産技術全般 田中　彰一 2. 2. 2. 各国の探査方式

1.4.2.海底石油生産シヌ､テム 2. 2. 3. 位置の測定　　　　中条　純輔

加藤 宗彦 2. 2. 4. 探査の手がかり� 

1.4.3.パイプライン 田中 彰一 2. 2. 5. 海底近傍の探査技術

1.5.海中作業技術 逸見 隆吉 2. 3. 採取技術　　　　　　　広田　豊彦

1.6. 位置決定技 術 浅田 正陽 2. 4. 処理技術　　　　　　　一条美智夫
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第６章　顧問会議および各種委員会

１。顧問会議

２．評議員会

３．各種委員会

Ｌ



１

顧問 会 議

海洋科学技術 センタ ー（以下「 センター」という）

には、センターの運営に関する重要事項について

会長に意見を具申するために定款の規定により顧

問会議が置かれている。

顧問は会長が委嘱し、任期は２年であ る。

昭和49 事業 年度 の顧問の構成および会議の概

要は次のとおりである。

顧　 問 (アイウエオ順、敬称略)

河野文彦 三菱重工業株式会社相談役

田口連三 日本機械工業連合会会長

日高孝次 日高海洋科学振興財団理事長

本間嘉平 大成建設株式会社相談役

（1） 昭和49 年度顧問会議

昭和49 年度顧問会議は。昭和50 年２月18

日12 時からパレスホテル ２階亀の間で顧問

全員が出席し開催され､、センターの運営につ

いてセンター役員と意見の交換を行った。

２

評 議 員 会

海洋科学技術センターの運営に関する重要事項

を審議する機関として、センター法および定款の

規定により評議員会が置かれている。

評議員は、海洋の開発について専門的な知識を

有する者のうちから、科学技術庁長官の認可を受

けて、会長が任命する。評議員の任期は２年で、

補欠の評議員の任期は前任者の残任期間である。

昭和49 事業年度の評議員の構成および審議の

概要は次のとおりである。

第１期評議員　（任期　昭和49年６月25日

まで、アイウエ利順、敬称略）

芥川　輝孝（日本船舶振興会理事長）

甘利　昂 一（海洋開発審議会閏発部会長）

飯田房太郎（土木学会会長）

稲山　嘉寛（日本鉄鋼連盟会長）

岩下　光男（東海大学教授）

北　博　正（東京医科歯科大学教授）� 

古賀　繁一（日本造船工業会）

佐々木忠義（東京水産大学教授）

杉本　正雄（海洋開発審議会専門委員）

千賀　鉄也（経済団体連合会常務理事）

高橋　正春（理化学研究所理事）

日高　孝次（東京大学名誉教授）

藤　田　厳（大日本水産会会長）

前田七之進（日本電機工業会会長）

前田又兵衛（日本建設業団体連合会会長）

密田　博孝（石油連盟会長）

第２期評議員　（任期　昭和49 年６月26 日

から２年間、順不同、敬称略）

芥川　輝甼（日本船舶振興会理事長）

甘利　昂－（海洋開発審議会開発部会長）

稲山　嘉寛（日本鉄鋼連盟会長）

岩下　光男（東海大学海洋学部長）

北　博　正（東京医科歯科大学教授）

古賀　繁一（日本造船工業会会長）

佐々木忠義（東京水産大学長）

杉本　正雄（経団連海洋開発懇談会部会長）

千賀　鉄也（経団連常務理事）

高橋　正春（理化学研究所理事）

寺本　俊彦（吏京大学海洋研究所教授）

藤　田　厳（大日本水産会会長）

前田又兵衛（日本建設業団体連合会会長）

山　下　勇（日本船用機器開発協会理事長）

吉山　博吉（日本電機工業会会長）

李家　勝二（日本海洋開発産業協会理事長）

巾　第２回評議員会

第２回評議員会は６月27 日午後２時 から

センター東京連絡所で、下記関係者出席のも

とに開催された。

評議員

芥川、甘利、北、佐々木。杉本、千賀、寺

本、古賀（代理）、山下（代理）、吉山（代　

理）、李家（代理）。

（委任状提出のあった評議員、岩下、高橋、

藤田、本間、前田）

科学技術庁

高田海洋開発課長
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海洋科学技術センター

駒井会長、石倉理事長、木下理事、染谷理

事、松田理事、岡村理事、崎田監事。黒田

部長、外４名。

本評議員会は昭和49 年６月26 日付で選任

された第２期評議委員会の初めての会合に当

たり、評議員の互選により杉本評議員を議長

に選出した。続いて杉本評議員会議長の挨拶、

科学技術庁研究調整局高田海洋開発課長の新

任挨拶、駒井会長挨拶、石倉理事長のセンタ

ー近況報告および昭和49 年第１回評議員会

議事録の了承の後、次の議案の審議に入った。

イ　昭和48 事業年度財務諸表について

木下理事より説明があり、審議の結果了

承された。

口　昭和50 事業年度予算概算要求方針

について

染谷理事より説明があり、審議の結果、

50 事業年度要求の重点は一般管理費およ

び人当研究費の全額政府負担、ならびに施

設の安全性確保の面からの整備に置くこと

として了承された。

ハ　定款の一部変更について

木下理事より説明かおり、審議の結果了

承された。

（2） 第３回評議員会

第３回評議員会は11 月26 日午後２時から

霞山会館９階梅の間で、下記関係者出席のも

とに開催された。

評議員

芥川、甘利。北、杉本、吉山 （代理）、 前

田（代理）

（委任状提出のあった評議員。稲山、岩� ‾ド、

千賀、高橋、 寺本、藤田、山下、李家）

科学技術庁

高田海洋開発課長外１名
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海洋科学技術センター

駒井会長、石倉理事長、木下理事。染谷理

事、松田理事、船橋理事、崎田監事、堀監

事。黒田部長外３名

石倉理事長よりセンターの最近の活動状況

について報告があり、昭和49 年第２回評 議

員会議事録を了承し、次の議案の審議に入っ

た。

イ　昭和50 事業年度予算概算要求につい

て

染谷理事より説明かおり、審議の結果

一般管理費および人当研究費の全額国庫

負担の実現のために、関係当局にさらに

働きかけることとして了承された。

口　民 間募金状況について

木下理事より報告かおり、了承された、

ハ　昭和49事業年度シートピア計画100 m

実験について

松田理事より説明かおり、審議の結果

了承された。

二　長期事業計画について

染谷理事より長期事業計画の検討の経

緯の報告および主たる問題点は事業資金

の総額と民間資金負担のおり方にあると

の説明かおり、審議の結果、引き続き検

討することとされた。

３

各種 委員 会 の活 動� 

(1) 施設建設準備委員会

｢会長の諮問に応じて、建設および機械設備等

センターに必要な諸施設の建設について計画立案

し、会長に答申する｣ ことを任務とするもので、

委員会は各界から特に海洋科学技術の開発に造詣

の深い下記９名の委員をも･。て構成されている。

(敬称略)

委 員 長　志村　武司　海洋科学技術センター

副委員長　岡村　健二　　同　　上
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委　　員　石井　文雄 鹿島建設 ㈱

石原　綱夫 三菱重工業　㈱

渡　辺　肇 東京芝浦電気 ㈱

小山　孝哉 沖電気工業 ㈱

富家　友直 東亜建設工業 ㈱

林　　　聡 運輸省港湾技術研究所

宮山平八郎 日本国際教育協会

本年度は委員会を４回開催し、共同研究研修棟、

高圧実験水槽棟、情報棟および超音波水槽の建設

について審議が行われた。

各回の審議の概要は次のとおりである。

イ　第１回委員会� 

1. 日　時　　昭和49 年５月28 日� 

2. 場　所　　センター東京連絡所� 

3. 議　題　　共同研究研修棟建設について� 

4. 議事概要

４種類の設計原案について審議が行われ

た結果、１階が吹き抜きとなっている教示

塲が設けられている案が採用され、同設計

案に基づいて詳細設計に入ることが了承さ

れた。

口　 第２回委員 会

昭和49年11月５日

センター東京連絡所

1
　
2
　
3

（１）　共同研究研修棟設計図書検討について

ついて審議が行われた結果。同案が了承

された。

なお、準備が整い次第同原案に基づい

て設計に入ることが了承された。

ハ　第３回委員会� 

1. 日　時　　昭和50 年２月４日� 

2. 場　所　　センター東京連絡所� 

3. 議　題

（1） 超音波水槽の設計について

（2） 高圧実験水槽棟の設計について� 

4. 議事概要

（1） 超音波水槽の設計については、当該水

槽に隣接して精密機器を備えている波動

水槽があるため、本水槽の工事に当たっ

ては、波動水槽に影響をおよぼすことの

ないような工法を考えること、および水

槽の深さが９ｍにもおよぶため、地下水

による水槽の浮き上り防止策を考慮する

ことが決議され、同意見をとり入れて実

施設計に入ることが了承された。

（2） 高圧実験水槽棟の設計原案について審

議が行われ、防護壁、防音に対する資料

を集めて十分検討すること、計測室内で

は騒音を55 ホン前後に押えることを目

標として設計に入ることの意見が出され、

原案が了承された。� 

- 第４回委員会

（2） 高圧実験水槽棟建設について

（3） 情報棟の建設について� 

4. 議事概要

（1）　共同研究研修棟の詳細設計図書につい

時

所

題

日
場
議

１
　
２
　
３

昭和50 年３月５日

センター東京連絡所

超音波水槽の実施設計図書検討について� 

て審議が行われた結果、同 設計図書が了

承された。

（2） 高圧実験水槽棟の設計について審議が

行われた結果、同建家内に設置される装

置から発生することが予想される騒音、

振動、発熱に対する防護対策について十　

分検討することの意見が出され、これに

対し同意見を盛り込んで設計を進めるこ

とが了承されたっ

（3） 情報棟の建設については、設計原案に

4. 議事概要

地下水による浮き上り防止策、吸音板の

取付方法、コンクリートの種類等について

審議が行われ。設計図書が了承された。

（2） シートピア計画安全性審査委員会

仕単技術庁の委託による［海中作業基地による

海中実験研究］（シートピア計画）を安全かつ円

滑に実施するために。当センター内にシートピア

計画安全性審査委員会が置かねている。
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シートピア計画安全性委員会ではシートピア計　　事項は次のとおりである。

画の実施に関し実施計画、実施体制、作業要領、

安全およひ事故対策、アクアノートの訓練、機器

の整備およひ研究要目について審査するもので。

本委員会の構成およひ審査事項は次のとおりてあ

る。

委　員 (アイウエオ順、敬称略)

北　博正 東京医科歯科大学医学部教授

井上威恭 横浜国立大学工学部教授

岩下光男 東海大学海庫学部長

大島正光 東京大学医学部教授

北川徹三 横浜国立大学工学部教授

笹本　浩 東海大学附属病院病院長

庄司和民 東京商船大学教授

平本文男 東京大学工学部教授

度辺　茂 東京大学工学部教授

主な審査事項

第８回委員会（昭和49 年８月30 日）

）　ａ（1 ノートピア計画100 m 海中実験候補海域

の調査概要について

ｂ　昭和49 年度ンートピア計画100 m 海中

実験研究基本計画（案）について

（2） 第９回委員会（昭和49 年12 月25 日）

ａ　 昭和49 年度 ノートピア計画のアクアノ

ート練成訓練（ノミュレーソヨン訓練）に

関する実施要領書（案）について

ｂ　 昭和49 年度シートピア計画の安全基準

（案）について

ｃ　 昭和49 年度シートピア計画の緊急処置

要領（案）について

（3） 長期事業計画懇談会

海洋科学技術センタ ーの事業を長期的観点に立

って、総合的かつ効果的に実施するために、必要

な長期事業計画について会長に意見を具申する機

関として長期事業計画懇談会の会員は海洋科学技

術に関し、学識経験ある者の中から会長か委嘱す

る。

昭和49事業年度の本懇談会の構成および懇談

会　員

杉本　正雄 経済団体連合会晦洋開発懇談会部

会長

芥川　輝孝 日本船舶振興会理事長

佐々木忠義 東京水産大学長

千賀　鉄也 経済団体連合会常務理事

甘利　昂一 晦洋開発審議会開発部会長

小池　一雄 経済団体連合会開発部

鴨川　　浩 東京芝油電気株式会社技術本部

技監

石田 実　石川島播磨亟工業株式会社

運搬鉄鋼部技師長

山本 陽　新日本製鉄株式会社企画部

専門部長

主な懇談事項

（1） 第４回懇談会（昭和49 年５月９日）

ａ　 第１次試案に対する科学技術庁の見解に

ついて

ｂ　 今後の作業の進め方について

（2） 第５回懇談会（昭和49 年８月27 日）

海洋科学技術センター長期事業計画骨子

（案）について

（4） 高圧実験水槽検討委員会

海洋科学技術センターに、高圧実験水槽の建造

を円滑かっ効率的に推進するために高圧実験水槽

委員会（以下［委員会］という）か置かれている。

委員長お上ひ委員は、高圧実験水槽に関して高

度の学識経験ある者の中から理事長か指名し、ま

たは委嘱する。

委員会は、高圧実験水槽の建造に関し、その仕

様、見積もり、設計その他重要事項について審議

する。

昭和49 事業年度の本委員会の構成およひ審議

内容は次のとおりである。

委　員

度辺　　茂　東京大学工学部教授� 
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伊藤　達郎　運輸省船舶技術研究所

推進性能部長

稲垣　道夫　科学技術庁金属材料技術研究所

熔接研究部長

井上　威恭　横浜国立大学工学部教授

上田　研一　海上保安庁船舶技術部技術課長

川田　裕郎　通産省工業技術院

計量研究所第３部長

高須　芳雄　日本光学工業株式会社

眼鏡技術部長

中里　一郎　日本電気株式会社電波応用事業部

海洋開発室長

横山　信立　東海大学沼津教養部部長教授

渡辺　精一� 

主な審議事項

（1）　第７回委員会（昭和49年６月12日）

ａ　 冷却水設備について

ｂ　 建家の基礎、防音対策、据付手順に関し

て

ｃ　 水槽本体水圧試験要領について

（2） 第１回専門部会（昭和49 年７月19 日）

メッキ施工法について

（3） 第２回専門部会（昭和49 年９月９日）

Niメッキ施行後の検討について
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３

そ の 他

１ 業務 日誌

２ 見学者一 覧

広報 誌一一覧



業 務 日 誌

・昭和49 年４月

１日　当センター役員（任期満了者）、全員

第２期に再任される。

潜水訓練プール棟完成。プール開き。

11 日　海洋環境保全に関する試験研究を強化

するため「海洋保全技術部」を新設。

18 日　科学技術週間行事として施設を公開し

た。来観者220 名。

・昭和49 年６月

22 日　混合ガス潜水技術コース終講式（第１

期生は14 人）

23 日　シートピア計画海中100 m 実験候補海

域調査を開始。

27 日　昭和49 年第２回評議員会開催。

シートピア計画安全性検討会開催。

・昭和49 年７月

１日　新たに非常勤理事として、船橋敬三

氏が就任。

２日　夏島本部で初の理事会（全理事が出席）

４日　本間嘉平、田口連三、河野文彦。日高･

孝次の各氏、当センターの顧問に就任。

７日　森山国務大臣（科学技術庁長官廴セン

ターを視察。

・昭和49 年９月

海洋工学実験場に波動水槽完成。

29 日　欧州海中作業技術調査団を派遣（団長・

松田海洋科学技術センター理事）

・昭和49 年10 月

19 日　上記の調査団が帰国。

シートピア計画100 m 海中実験。アク

アノード練成訓練開始。

昭和49 年11 月

26日　昭和49年第３回評議員会開催

・昭和49 年12 月

12日　欧州海中作業技術調査団帰国報告会

（東京・葵会館。260 人が来場）

昭和50 年２月

21日　当センターに初の顧問会議を開催。

昭和50 年３月

14 日　昭和50 年第１回評議員会開催。

20日　共同研究研修棟が完成。

２

見学者一覧

月 見　学　 者

４月 三井海洋開発ＫＫ研修生

科学技術週間（施設公開 ）

東京大学工学部船舶工学科学 生

５月 国際水産研修センター留学生

早稲田大学理工学 部建築学科学生

横須賀市北郷地区青少年会

６月 ＫＫ森永製菓技術研修生

防衛庁、木洋会会員

大蔵省、主計官� 

７月 衆議院議員田川誠一後援会

青年部

ＫＫ大林組海洋開発室

早稲田大学理工学部学生

構浜税関輸入部調査官

日本空気圧工業会

東 海大学交換留学生� 

８月 水産庁開発普及課調査官

構須賀市田浦子供会

日機連情報分科会

早 稲田大学理工学部建築科学生

水産庁

海上自衛隊水中処分班

通産省　 タィ国研究員

横須賀市ＰＴＡ連絡協議会

９月 本州四国連絡橋公団

長崎県県議会議員団

日本高圧環境医学会� 

10月 U  J N  R 海洋構造専門 部会

科学技術庁　 審議官

港湾機械技術者研修生� 

人数

10 名 ，

235　 ；� 
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一 一 一

11 月 私立関東学院六浦中学校生徒

仏国立海洋開発センター会長外

神奈川県下ＰＴＡ連絡委員� 

12月 岩手県立種市高等学校

科学技術庁広報財団

芙蓉海洋開発KK

横須賀市市立高校ＰＴＡ会員

シートピア安全性検討委員

科学技術庁　 片山政務次官外

清水建設海洋開発研究員� 

１月 造船工業会

２月 昭和電工分析技術者研修生� 

３月 海洋開発産業技術 協会

神奈川県工業技術研究機関

連絡会　　　　　　　 連絡会

東京電力・火力部、東電興業

技術部� 

合　　　　　 計
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130

64
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3
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２

45

23

47

47

1,110名
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概　　 要

英文要覧

年　　 報

見学者向

けパ ンフ

レット

欧州海洋

開発技術

調査報告

３

広報誌一覧

内　　　 容

センターニュース

隔月年６回発行

No. 5 '･No. 11

49 事業年度の事業案内

49 事業年度の事業報告

48 年度の事業 報告
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欧州の技術調査報告

型

Ｂ ５ 判� 

//

〃� 

// 

// 

//

頁

８

俑� 

15 

76 

4 

115

－64



海洋 科 学 技 術 セ ン ター

年　 報 （昭和49事業年度）
発行

編集 海洋科学技術センター海洋科学技術センター企画部・企画課� 

[ｚ[３][プ]一口匚　神 奈 川 県 横 須 賀 市 夏 島 田丁２ 番 地１５

電話0468(65)2865･6490 ・ 1558(代表)

東京 連絡所

105　東京都港区新橋４丁目６番１５号

電話　03 (432) 2981番(代表)

一

製 作 ・印 刷　 株式会社
一

-〃-〃 － 愛 印 刷



．．

い

り

隘

ぷ

？

ソ

ニ

や

↑
″
三

卜

ヽ
叩

謗

洸

幸

付

大
内

Ｉ
ｒ’

ｊ

ｆ

ぺ
Ｉ

Ｇ

‥

り
Ｘ

ｙ

冫

‘・

・

’・
．

‐

; ｀

．

こ'

,･ 奏

″

｀

″

心

’－
　

り

｀

り

蹣
ｈ
砌

球
一

φ ’゛ ，｀ ● . '
吟 ｆ^� 

り り

・

ｎ
■
　

ｆ

・
ヽ

1
1
1
　
I

I
丶
　゛

』
！

Ｉ
　

Ｉ
Ｆ

‥

｀

ヽ

ｉ
　

ｉ

’・

？

１
１

。

１

１

Ｉ
　

１

ふ
丶

卜
气

癶 二'､ ｋ


	表紙

	目次

	第1章 総説

	1. 概況

	2. 組織・定員

	3. 事業予算と収支決算

	4. 土地および建物


	第2章 施設の整備

	1. 施設、設備の整備

	2. 機器の整備


	第3章 研究業務

	1. 概況

	2. 経常研究

	3. 受託研究


	第4章 研修業務

	1. 概要

	2. 募集および選考

	3. 研修訓練

	4. 研修実施の概要


	第5章 情報管理業務

	1. 概況

	2. 技術文献情報の収集・整備

	3. 情報サービス

	4. 受託調査


	第6章 顧問会議および各種委員会

	1. 顧問会議

	2. 評議員会

	3. 各種委員会の活動


	その他
	1. 業務日誌

	2. 見学者一覧

	3. 広報誌一覧


	裏表紙


